
解説/Review

ユビキタス・サービスに関する横断科学技術的考察
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Abstract– The ubiquitous services are paid to attention as social infrastructure services in which the
range of the applications reaches the entire society. The acceptability as a social system is required
in such social infrastructure services. In this paper, both an integrated knowledge structure and the
function creation process are clarified by classifying the Koto-Tukuri in the ubiquitous services using
electronic tags.
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1. はじめに

自然科学ではものごとの原因と結果の合理的な関係を
分析する．自然科学の基本的な考え方はシステムを構成
要素に分解して原因と結果との因果関係を明らかにして
いくことである．
これに対して，社会科学では目的や動機と行為の意味

的な関係を分析する．社会科学の基本的な考え方はシス
テム全体の場を観察することにより社会関係を把握する
ことである．
ユビキタス・サービスが社会に浸透していくためには，

「社会システム」としての要件をユビキタス・サービス
も満足する必要がある．したがって「自然科学的システ
ム思考」と「社会科学的システム思考」をうまく調和さ
せていくことが，社会に役立つユビキタス・サービスを
創造するために必要となる．
本稿では，電子タグ（RFID, Radio Frequency Identifi-

cation）を用いたユビキタス・サービスを事例として考
える．電子タグでは ICチップの識別番号を無線通信で
読み取ることによりモノを自動的に認識することができ
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るので，電子タグを無線 ICタグと呼ぶこともある．モ
ノに電子タグを付与することにより，多様なサービスを
実現できると期待されている.

以下では，まずどのようなコトつくりの可能性がある
のかを示すとともに，これらのコトつくりにおける横断
型システム思考のプロセスと，そこで必要となる知の統
合の取り組みについて述べる．

2. ユビキタス・サービスのコトつくり

横断型基幹科学技術研究団体連合によるコトつくり長
野宣言では，「コトつくり」が次のように定義されてい
る [1]．
「コトつくり」とは，ものの形だけではなくその「機

能」およびその機能を「創造するプロセス」を重視し体
系化していくことである．そのためには，必然的に細分
化されていく個別分野の「知の相互関係を探求」するこ
と，個々の知見の中から普遍的な原理を抽出して「汎用
的な知へ拡大する仕組み」を構築することが必要である．
そしてその結果として，社会的課題の解決に役立つ真の
「知の統合」を実現することである．
この定義に従って電子タグを用いたユビキタスサー

ビスにおけるコトつくりについて考えよう．まずモノの
機能を電子タグによって拡張することができる ( 1�)．一
方，モノに電子タグを付与することでモノに関するコト
としての人間活動を自動的に観測できる ( 2�)．今度はま
さにそのために個人の行動情報が追跡管理される可能性
が生じるので，このような機能を法制度に適合させるた
めのプロセスが必要となる ( 3�)．また人間活動を観測す
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Fig. 1: RFIDのためのプライバシー保護フレームワーク

ることで，新たな活動を創造することもできる ( 4�)．以
上の議論をまとめると次の 4種のコトつくりが必要にな
る．
1�電子タグでモノを識別することによって付加価値をモ
　ノに与えるというコトつくり
2�電子タグを付与されたモノがある場所から別の場所に
　移動することで,それぞれの場におけるヒトの活動や
　設備の状況を観察する機能としてのコトつくり
3�電子タグによってモノが識別されることによって生じ
　るプライバシー保護などの社会制度面からの要請に適
　応するために必要となるコトつくりのフレームワーク
4�電子タグによって観察されるヒトの活動や設備の状況
　を改善するプロセスとしてのコトつくり
したがって，電子タグを用いたコトつくりとしての知

的創造プロセスでは，次の４つの問が重要になる．
【問１】電子タグの付加価値として何を求めるのか
【問２】電子タグによって何を観測するのか
【問３】電子タグサービスが法制度に適合するのか
【問４】電子タグで人間活動のあり方をどのように変革
　　　　するのか
モノの識別に関する電子タグの機能（第 1種のコトつ

くり）についてはすでに述べている [2]．以下では制度

適応 ( 3�)と場の認識 ( 2�)とプロセス改善 ( 3�)という３
つのコトつくりについて事例研究に基づいて具体的に述
べる．

3. 事例研究

まず電子タグサービスに制度面から要求される機能を
作り込むためのコトつくりの事例として，プライバシー
保護を対象とした制度（ガイドライン）と技術の知の相
互関係について述べる [3]．次に電子タグを用いたモノ
の移動に伴うコトと場の観察に基づく人間活動の改善に
ついてのコトつくりの事例として，製造業における生産
プロセスの改善手法を説明する．

3.1 電子タグプライバシー保護における知の相互関
係に基づくコトつくり

すでに述べたように電子タグの導入によって人間活
動が自動認識されるようになると，その情報が無線ネッ
トワークを通じて第三者によって目的外に使用される
可能性がある．この問題に対処するために様々な制度
が提案されているだけでなく，技術面でも安全対策技
術の開発が進んでいる．しかし現状では，制度面と技
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術面での取り組みをどのように横串をさして対応付け
るかという議論が十分できているわけではない．この
ため筆者らは Fig. 1 に示すような電子タグサービスの
ための 3階層プライバシー保護フレームワーク（PPF,

Privacy Protection Framework）の構築と評価を進めてい
る [3]．この PPFでは要求工学におけるゴール分析手法
NFR（Non-Functional Requirement，非機能要求）フレー
ムワークを用いた [4]．
まずゴールレイヤでは，「プライバシーを保護した電

子タグサービスの実現」という最終ゴールに対して，電
子タグサービス事業者の目標を詳細化する．プランレイ
ヤでは，ゴールレイヤの最下位のサブゴールを実現する
ために必要となる機能としてのプランを記述する．
この３階層 PPFにおけるゴールレイヤとプランレイ

ヤの構築では，まず既存の 4種の電子タグプライバシー
保護ガイドラインが規定する事項の共通性を分析するこ
とで 19種のプランを抽出した．次にこれらのプランの
組合せにより実現されるゴールレイヤの最下位の７つの
サブゴール（aから g）を抽出した．その後これらのサ
ブゴールにより実現される上位のゴールを決定した．
アクションレイヤでは，プランを実現するための具

体的な手段としての社会的な活動や技術的な手段とし
てのアクションを記述する．電子タグシステムのプライ
バシー保護技術やアクセス制御機能が技術的アクション
の例である．また事業者が取りうる社会活動プログラム
あるいは利用者の同意を取るための手順などが社会的ア
クションとなる．ただし個々のプライバシー保護技術ご
とに効果と限界があり単一の技術的対策だけでは十分な
プライバシー保護は困難である．したがって複数の技術
的対策の組み合わせや社会的な対策との併用が必要であ
る．このようなアクションのリストの中から，システム
の費用対効果やゴールの重要度などにより，実行される
アクションが選択される．
このように 3階層 PPFは，プライバシー保護におけ

る社会制度的知識と技術知識とを体系的に統合すること
を試みている．また 3階層 PPFの構築では既存の 4種
のガイドラインの規定事項を統合しており [3]，今後新
たなガイドラインが登場した場合も適用できる可能性が
高い．
また 3階層 PPFを用いて電子タグサービスの機能を

評価することによりプライバシー保護機能の不足を指摘
できた [3]ことから，制度適応型のコトつくりの完備性
を評価できることが分かった．しかし 3階層 PPFは固
定的なものではなく，電子タグサービスのプライバシー
保護機能の新たな脅威に対して常に進化し続ける必要が
ある．

Fig. 2: RFIDで「モノの流れ」と「コトの流れ」を一致

3.2 ユビキタス生産管理におけるコトつくり

3.2.1 コトデータ

電子タグが付与されたモノがいつからいつまでどこ
にあったかを記録する位置（場）と開始終了時間の組み
の系列をコトデータという．モノが移り変わる様子を認
識できるような「モノの流れについてのデータ」がコト
データであるといえる．したがって流体力学の考え方を
応用すればコトデータについて次のような分析方法を構
成できることが分かる [5]．
（１）コトを流体の個々の粒子の行動と考えて時間的に
追跡するラグランジェの方法
（２）コトに関する物理量（速度など）が空間的にどの
ように分布し，またそれが時間的にどのように変動する
かを調べるオイラーの方法

3.2.2 場データ

モノがある場から別の場に移動するとき，それぞれの
場ごとにヒトや設備が対応していて，モノに対してヒト
や設備が活動することで業務プロセスが構成されるとし
よう．このとき，場の中でヒトや設備がモノに対してど
のように活動しているのかを表すデータを場データと呼
ぶ．コトデータに基づいてモノが場ごとにどれだけの時
間で処理されているのかを計算することで場データを求
めることができる．次のようにして場データを分析する
ことでコトの問題の原因としてのヒトの活動や設備の使
い方のバラツキや効率を調べることができる．
（１）作業時間分析：ヒトが繰り返し行う作業（例えば，
部品を加工組み立てする場合に，部品ごとに繰り返し行
う同じ作業）の一つ一つの作業時間を測定しバラツキ等
を調べる．
（２）稼動分析：設備が，モノに対して付加価値を付け
るための稼働状況を把握して設備の効率性や活用度を調
べる．
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Fig. 3: 製造ロボットと電子タグの対応付け

これまでに述べたモノとコトの関係構造をまとめると
Fig. 2のようになる．この関係構造は場の認識という第
３のコトつくりで必要となる情報としての知の構造の事
例である．ここで，矩形は実体，円は実体の属性である．
実体間の関係と実体と属性の関係を実線で示している．

3.2.3 生産プロセスの創造的改善プロセス

以下では，上述したコトデータと場データを用いた生
産プロセスの改善手法を提案することにより，場の改善
という第４のコトつくりの事例を紹介する．

【ステップ 1】コトデータによる問題発見
モノに着目してラグランジェとオイラーの方法でコ

トデータを分析することにより，業務プロセスの特徴や
パターンを網羅的に把握し業務プロセスの問題を発見
する．
【ステップ 2】場データによる原因分析
コトデータを場データに変換することにより，場にお

けるヒトや設備の状況を分析する．活動状況にムリやム
ラ，そしてムダがあることを突き止めることにより，問
題の原因を特定する．
【ステップ 3】活動プロセスの改善案の導出
抽出された問題の原因に対して対応策を検討する．た

とえば必要のないヒトの作業や設備を削減すると共に，
必要な作業や設備については，最も良い方法（早く，正
しく，楽に，安全に等）で実施することを目指す．ここ
で導出された対応策が活動プロセスの改善案となる．

3.2.4 具体例

生産管理プロセスの実行状況を把握するために，製
造企業 A 社における素材や仕掛品の製造ロットに電子
タグを対応付けてコトデータを測定した．ここでは製造
ロットをモノと考えた．Fig. 3に示すように，製造ロッ
トは台車に搭載された複数の通い箱からなる．通い箱の

Fig. 4: コトデータの分析結果例

中には製造対象となる複数の部品を入れる．台車には製
造ロットを識別するために電子タグを対応付けている．

【ステップ 1】コトデータの把握による問題発見
電子タグのリーダを素材置場の出口，第 1工程の入口

と出口，第 2工程の入口に設置して素材や仕掛品の製造
ロットが通過する時刻を測定した．
まずオイラー的視点から製造ロットの工程での処理時

間および工程間の移動時間の平均値を分析したところ，
素材置き場出口から第一工程入口までの平均移動時間が
17.7時間，第一工程入口から出口までの平均処理時間が
21.4時間，第一工程出口から第二工程入口までの平均移
動時間が 30.7時間となった．この結果から第 2工程の
前での製造ロットの停滞時間が大きいという問題が明ら
かになった．
つぎに，ラグランジュ的視点から製造ロットの時間推

移による進捗実績を分析すると Fig. 4に示すようになっ
た．この結果から第 2工程に製造ロットが投入される際
に，後からきた製造ロットが既に到着しているものを追
い越すといった流れる順番が乱れていることが判明した．
【ステップ 2】場データによる原因分析
ヒトの作業状況を分析するために，作業時間分析を

行った．製造ロット毎のサイクルタイム（製品 1個当
たりの処理時間＝処理時間／製造ロット数）を調査する
と生産管理者や職長が想定していた時間（2分）をオー
バーしている製造ロットが全体の 54.9%に達していた
（Fig. 5）．
またマシンの利用状況を調べるために，第 2工程で稼

動している 3台のマシンの稼動分析を実施したところ，
各マシンの稼働状況は，マシン１が 37.7%，マシン２が
45.9%，マシン１が 16.4%となりマシン 3の活用度が低
いことが判明した．
【ステップ 3】活動プロセスの改善案の導出
ヒトの作業時間にバラツキがあることから作業時間
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Fig. 5: 作業時間分析例

の短縮化と安定化を図るため「作業マニュアルの作成」
を改善案とした．またマシンの稼動分析から「マシン 1

とマシン 2の生産能力向上」と「マシン 3の対応品種の
汎用化」を改善案とすることでマシン1とマシン 2が処
理しているモノをマシン 3に流すことで作業分散を図る
こととした．

このように，場の改善に関するコトつくりでは，場の
認識に基づいて新たな場の活動としてのコトつくりを創
造することになる．
換言すると，コトつくりによって他のコトつくりを継

続的に再生産するオートポイエティク・プロセスだとい
える．そのためにはコトつくりが後続するコトつくりに
よって観察される「再帰プロセス」となる必要がある．
この観察のしくみが場の認識というコトつくりが必要に
なる理由である．
また，従来から生産現場での「見える化」の取り組み

が進められてきた．電子タグの導入によってリアルタイ
ムでの観察データの自動収集が可能となることによって
生産管理プロセスの見える化のための取り組みコストを
低減できる．したがって，この再帰プロセスのフィード
バック回数を増加させることで生産プロセスの進化速度
を速めることができる．つまりイノベーションを高速化
できると思われる．
実際に，今回の生産現場では，電子タグの導入に際

して生産管理プロセスを人手で追跡することを試行した
が，手間がかかりすぎるだけでなく，製造ロットの加工
経過を正確に追跡することができなくなり，最終的には
人手による製造ロットの追跡をあきらめたのである．つ
まり，従来の「見える化」の取り組みでは生産プロセス
の何をどのように改善すればいいかを客観的に知るため
のデータ収集を正確に実施することは現実的には不可能
であり，ある特定の時点でのサンプルデータに依存して
いたのである．したがって，従来の「見える化」はこの
ような限定されたデータに基づく仮説に頼ったプロセス

改善のレベルに留まっていたといえよう．これに対して
電子タグでは，人間が介在することなく人間活動として
の生産管理の状況を自動的に追跡提示することで生産プ
ロセスのイノベーションを正確なデータに基づいてリア
ルタイムに実現できるのである．イノベーションを生物
進化にたとえるなら進化の速度が速いことで種の競争優
位性が生まれるように，電子タグを生産管理プロセスの
改善に導入することの意義はその速度にあると考える．
もちろんモノそのものに電子タグを付与することに

よる生産プロセスの自動化というイノベーションも可能
になる．たとえば加工素材に電子タグを付けておけば，
その素材が生産工程に到着したときにどのような加工が
必要になるかを自動認識して加工作業を効率化できるだ
ろう．また今回の事例では製造ロットのカンバンという
コトを表すモノに電子タグを付与することによる付加価
値機能の例であるといえる．

3.3 システム思考の調和

以下では上述した２つの事例について，自然科学的シ
ステム思考と社会科学的システム思考の調和に向けた取
り組みをまとめる．

3.3.1 電子タグサービス

電子タグプライバシー保護フレームワークでは，「電
子タグ」という新しい技術を用いたビジネス活動におい
て「消費者のプライバシーを保護する」という社会制度
面での取り組みを実現するために必要となる社会的活
動と技術的施策をゴール階層という目的手段展開によっ
て統合している．したがって，このようなゴール階層に
基づく目的手段展開は自然科学的システム思考と社会科
学的システム思考を統合する有効な手法であると考えら
れる．

3.3.2 ユビキタス生産管理

電子タグを生産プロセスに導入することにより，生産
現場というモノつくりの場における生産管理という人間
活動を観測し，改善するプロセスを構成できる．以下で
は電子タグによって生産活動に係る生産管理者と作業者
の認識の変化について述べる．
このような新技術を用いたシステムの導入では，生

産管理者の立場と現場の作業者の立場の対立という人
間系の問題が発生することが予想される．たとえば生産
管理者はいつも作業者が多忙であるにもかかわらず，納
期遅れが発生する理由が分からないので，作業を可視化
して原因を究明し納期遅れを削減したいと考えていた．
これに対して現場の作業者は，今でも十分忙しいのに新
たな技術を持ち込まれることで余分な時間がかかるので
はないか，あるいは生産管理が可視化されることで作業
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が強化されるのではないかということで不安視する声も
あった．
このため，次のような段取りでユビキタス生産管理プ

ロセスを構築した．
（１）現場観察による生産管理対象の発見
まず電子タグを何に対応付けるかを発見する必要があ

る．当初は部品や通い箱に電子タグを対応付けようとし
たが，より大きなまとまりである製造ロットをまず対象
とすることとした．この理由は現場の実態が可視化でき
ていない時点で細粒度の管理をしても逆に生産性を低下
させ，現場の状況をさらに悪化させると考えたためであ
る．つまり可能な限り現場作業への影響を抑え，作業者
の心理的な抵抗感を軽減することにしたのである．
（２）新技術の必要性の理解
当初は電子タグを使わなくても現場の実態を把握す

ることができるのではないかという想いが生産管理者に
もあった．このため人間が生産ロットを追跡する実験も
実施した．ところが前述したように作業の進行に従って
製造ロットが混在したり異なる工程に分散していくため
に，すべての製造ロットを人間の視認だけではすぐに追
跡しきれなくなった．こうして生産管理者が身をもって
電子タグの必要性を理解したことで電子タグへの期待が
高まったのである．
（３）現場の作業者への説明とデモ
電子タグへの漠然とした不安感を取り除くために現場

導入に際してデモシステムを用いた説明会を実施した．
これにより現場作業への負担がほとんどないこと，それ
によりたとえば現状では明確でなかった納期情報が提示
されることなどを紹介し作業上の意志決定を支援できる
ことなどを理解してもらうことができた．
（４）ユビキタス生産管理システムの導入と運用
電子タグで計測する工程を限定することで導入時の負

担を軽減した．この理由は一気に導入した場合現場の混
乱が懸念されたためである．このような限定的な導入で
はあったが生産作業が明確化できたことで，作業がしや
すくなったという現場の評価を得ることができた．
（５）観測データに基づく課題の発見と提示
電子タグによる製造ロット単位での生産作業プロセス

に移行したことによりそれ以前の生産プロセスに比べて
納期遅れの件数が実際に減少した．またコトデータを可
視化したことにより生産プロセスの課題発見を効率化で
きただけでなく，その原因を分析することができるよう
になった．
（６）継続的な生産プロセスの改善
今回は適用工程を限定していること，製造ロットを

通い箱のまとまりを単位としていることなどの点で限定
的な適用にとどまっている．適用工程の拡大や製造ロッ
トの単位を小さくしていくことなどにより生産プロセス

の管理単位を精密化するという新たなコトつくりへの展
開が期待できる．当初電子タグの効果を疑問視していた
作業者自身がぜひ本格展開したいと逆に要望するように
なったのである．

このような段取りを構成したことにより，自然科学的
システム思考によって作成された電子タグシステムを現
場という人間社会における作業者の抵抗に備え，管理者
の期待に応えることができた．したがって，この段取り
プロセスが自然科学的システム思考と社会科学的システ
ム思考をモノつくりの生産現場で調和させたコトつくり
の一つの事例であると思われる．

4. おわりに

本稿では，電子タグを用いたユビキタスサービスを
対象としてどのようなコトつくりが必要となるのかにつ
いて考察した．まずコトつくりには，識別型，制度適応
型，場の認識型，場の改善型という 4種があることを明
らかにした．これにより電子タグにおけるコトつくりの
可能性を具体的に示すことができた．
また知の構成法としては，制度適応型のコトつくりの

ための３階層プライバシー保護フレームワークの構成と，
場の認識のためのコトつくりで要求されるモノとコトの
関係構造を明らかにした．これによりコトつくりにおけ
る知識の統合の構成法を具体的に示すことができた．
さらに場の改善のためのコトつくりの方法として，コ

トデータと場データに基づいて，場におけるヒトや設備
を用いた活動の改善手法を提案しその有効性を明らかに
した．これにより，電子タグを用いたユビキタスサービ
スにおける横断型システム思考のプロセスを具体的に示
すことができた．
本稿では，電子タグを用いたユビキタスサービスにお

けるコトつくりと知の構成を事例に基づいて明らかにし
た．しかし本研究の内容を他のユビキタスサービスや，
一般的なサービスにおけるコトつくりに応用するために
は，より多くの事例に適用することにより有効性を評価
していく必要がある．また汎用的な知への拡大に向けた
新たな検討として本研究で提示した手法を数学的に形式
化することにより一般化する研究も必要である．
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